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◆ৈੴのよअな地方のরの地方では、ৎرの景気の拖し悪しよりも、
শにቻる人口減少による“縮み”の方が挼捳大。

◆地方経済のশ的なဃ挖をസするためには、拊者の地方での定挄を促し、
少子化、人口減少を挱いૃめることがਂ可ಳ。
景気の現況
※現況にउいて、消費増税のঐイॼスの挼捳がৄैれる。
ك。ただし、রশ的にৄれば、ऊつてないৡਘऔもৄਭऐैれるق ▶参考P1عP4
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構造的要因
・地方が抱える構造的問題

ك。ただし、রশ的にৄれば、ऊつてないৡਘऔもৄਭऐैれるق

生産＝消費は、縮小
の負のスパイラルへ

人口減少 経済の縮み

拊者の社会保障負担の増大

・休廃業者の増大や
一次産業の担い手の減少

・లਟへのਂ安

▶参考P1عP4

▶参考P3 ▶参考P5

▶参考P6عP9



◆消費増税をひとつの手段として、構造的問題の解決を推進すべき。
特に少子化対策は 待ったなしの課題。

◆消費増税を先送りすればするほど、構造的側面は悪化。

・持続可能な社会保障の構築
・「子ども・子育て新システム」や教育費負担の軽減に係る財源を確保するなど、少子化対策を
ਘৡに推進 ☞１兆円超の財源が必要

・地方財政にとっても、消費増税による増収は、社会保障の充実・安定化のための貴重な財源 ▶参考P11

▶参考P10

2

・ৈೡ者にするসৱ産の拊者ಽへの移ૡ促進
・都市部の人材の地方への移住促進
・都市と地方をુ生औせる産業ණق掚業ಉكの重ਡ的な育ਛ など

◆足許の景気の減速に対する配慮は必要だが、これには即効性ある景気対策で
対応すべき。
対策などش持人消費をᄁ招する対策や捝掚産業、র小੫業へのग़ॿルॠك捁ق

◆併せて、構造的問題を解決するための“根治対策”を展開すべき。
※少子化対策、人口減少対策はৎກのশい策であり、併せて、রಢに効ટをもたैす策も必要

▶参考P12عP13
▶参考P14

▶参考P15عP16
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●「新ః捎・ඍল数」、「大型小ਲ਼捅ਲ਼額」など消ાએのఏでは、消ા増税の影響が拑っている

H25.7月月月月 8月月月月 9月月月月 10月月月月 11月月月月 12月月月月 H26.1月月月月 2月月月月 3月月月月 4月月月月 5月月月月 6月月月月 7月月月月 8月月月月 9月月月月

高知県高知県高知県高知県 ▲▲▲▲ 17.4 ▲▲▲▲ 7.3 27.7 21.0 16.1 26.6 26.4 19.4 26.1 ▲▲▲▲ 1.9 3.6 11.4 ▲▲▲▲ 2.0 ▲▲▲▲ 12.9 ▲▲▲▲ 14.3
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高知県高知県高知県高知県 ▲▲▲▲ 0.7 1.9 1.8 1.6 0.7 ▲▲▲▲ 0.2 ▲▲▲▲ 0.7 1.6 12.7 ▲▲▲▲ 9.8 ▲▲▲▲ 2.7 ▲▲▲▲ 3.0 ▲▲▲▲ 2.4 ▲▲▲▲ 0.5 ▲▲▲▲ 3.7

四国四国四国四国 1.8 4.0 4.1 4.7 5.3 4.7 4.5 7.2 22.0 ▲▲▲▲ 5.1 1.6 0.5 ▲▲▲▲ 2.9 0.2 ▲▲▲▲ 1.1
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大型小売店販売額増減率（対前年同月比）大型小売店販売額増減率（対前年同月比）大型小売店販売額増減率（対前年同月比）大型小売店販売額増減率（対前年同月比）

６ヵ月連続で前年同月比マイナス６ヵ月連続で前年同月比マイナス６ヵ月連続で前年同月比マイナス６ヵ月連続で前年同月比マイナス

１１１１ 高知県の経済情勢（短期）高知県の経済情勢（短期）高知県の経済情勢（短期）高知県の経済情勢（短期） 【【【【参考参考参考参考】】】】

◆短期的に見れば、消費増税により「マイナスの側面」が見られる。
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●「新ਝક挭挄ੵૺ数」は、持ठઉखつつあるが、全体とखてফをৣっている
●「ੵ業ে産数」も、８াは大きくठんでいる

出典：自動車保有台数と販売状況速報（四国運輸局）、車種別販売台数（一般社団法人日本自動車販売協会連合会）、
軽四輪車新車販売確報（一般社団法人全国軽自動車協会連合会）

全国全国全国全国 ▲▲▲▲ 9.7 ▲▲▲▲ 1.6 18.1 18.4 16.7 26.5 30.6 18.8 16.7 ▲▲▲▲ 5.1 ▲▲▲▲ 1.3 0.1 ▲▲▲▲ 2.6 ▲▲▲▲ 9.5 ▲▲▲▲ 3.2

出典：商業販売統計確報（経済産業省）

四国四国四国四国 1.8 4.0 4.1 4.7 5.3 4.7 4.5 7.2 22.0 ▲▲▲▲ 5.1 1.6 0.5 ▲▲▲▲ 2.9 0.2 ▲▲▲▲ 1.1

全国全国全国全国 0.0 1.6 2.4 1.5 2.0 1.7 1.4 3.2 17.9 ▲▲▲▲ 5.4 0.2 ▲▲▲▲ 0.4 0.3 2.8 1.7

出典：住宅着工統計（国土交通省）

H25.7月月月月 8月月月月 9月月月月 10月月月月 11月月月月 12月月月月 H26.1月月月月 2月月月月 3月月月月 4月月月月 5月月月月 6月月月月 7月月月月 8月月月月 9月月月月

高知県高知県高知県高知県 14.4 93.8 ▲▲▲▲ 20.7 187.6 95.7 13.2 ▲▲▲▲ 10.3 39.6 4.0 ▲▲▲▲ 26.1 ▲▲▲▲ 57.4 23.9 ▲▲▲▲ 17.8 ▲▲▲▲ 26.7 0.0

四国四国四国四国 73.6 34.4 11.7 41.1 44.2 17.4 ▲▲▲▲ 17.4 14.7 ▲▲▲▲ 16.9 ▲▲▲▲ 12.0 ▲▲▲▲ 18.7 ▲▲▲▲ 20.5 ▲▲▲▲ 31.3 ▲▲▲▲ 4.7 ▲▲▲▲ 18.3
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新設住宅着工戸数増減率（対前年同月比）新設住宅着工戸数増減率（対前年同月比）新設住宅着工戸数増減率（対前年同月比）新設住宅着工戸数増減率（対前年同月比）

出典：鉱工業（生産・出荷・在庫）指数確報（経済産業省）、鉱工業生産・出荷・在庫指数（四国経済産業局）、
鉱工業生産指数（高知県）

H25.7月月月月 8月月月月 9月月月月 10月月月月 11月月月月 12月月月月 H26.1月月月月 2月月月月 3月月月月 4月月月月 5月月月月 6月月月月 7月月月月 8月月月月

高知県高知県高知県高知県 98.2 95.3 96.2 95.7 99.6 100.1 99.5 96.4 111.0 92.3 100.1 93.3 96.3 87.9

四国四国四国四国 99.6 98.8 100.5 98.5 102.8 102.6 106.3 106.9 105.5 101.6 101.7 101.9 99.7 96.4

全国全国全国全国 97.6 97.1 98.6 99.2 99.5 100.0 103.9 101.5 102.2 99.3 100.0 96.6 97.0 95.2
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前月比▲前月比▲前月比▲前月比▲8.7%8.7%8.7%8.7%と大きく落ち込みと大きく落ち込みと大きく落ち込みと大きく落ち込み



１１１１ 高知県の経済情勢（短期）高知県の経済情勢（短期）高知県の経済情勢（短期）高知県の経済情勢（短期） ＜続き＞＜続き＞＜続き＞＜続き＞ 【【【【参考参考参考参考】】】】

●高ੴ県では、「現স捚与総額（ৰ拾）」、「有効人数」ともに、ৣఋखている
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H25.7月月月月 8月月月月 9月月月月 10月月月月 11月月月月 12月月月月 H26.1月月月月 2月月月月 3月月月月 4月月月月 5月月月月 6月月月月 7月月月月 8月月月月

高知県高知県高知県高知県 0.6 ▲▲▲▲ 0.1 0.5 2.1 1.1 3.4 4.0 3.2 2.9 2.3 3.3 7.1 1.6 ▲▲▲▲ 1.5

全国全国全国全国 ▲▲▲▲ 1.0 ▲▲▲▲ 2.0 ▲▲▲▲ 1.5 ▲▲▲▲ 1.5 ▲▲▲▲ 1.4 ▲▲▲▲ 1.3 ▲▲▲▲ 1.8 ▲▲▲▲ 2.0 ▲▲▲▲ 1.3 ▲▲▲▲ 3.4 ▲▲▲▲ 3.8 ▲▲▲▲ 3.2 ▲▲▲▲ 1.7 ▲▲▲▲ 3.1

-5.0 

出典：毎月勤労統計調査（厚生労働省）、毎月勤労統計調査（高知県） 出典：一般職業紹介状況（職業安定業務統計）（厚生労働省）
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全国全国全国全国 10.0 8.5 10.4 10.2 10.7 12.2 12.3 11.2 10.0 10.0 9.2 10.1 7.6 5.5 5.1
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▽有効求人倍率（季節調整済み）

● 平成14ফから22ফႃにかけて拲ਞの挴のణに拳れङ、全国平均
等に大きくਬき掤される૾捵が続く

● 今今は、全国と同じように上がってきつつは、全国と同じように上がってきつつあるある
● 人口の自然減・高齢化の進展などにより、
● 平成9ফから19ফにかけて県内市場はどんどん縮小
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高知県▽人口自然増減数（全国と本県との比較）

人口が全国に15年先
行して自然減

２２２２ 高知県の経済情勢（中長期高知県の経済情勢（中長期高知県の経済情勢（中長期高知県の経済情勢（中長期①①①①）））） 【【【【参考参考参考参考】】】】

▽業況判断Ｄ．Ｉ．（全産業）

出典：日本銀行高知支店「全国企業短期経済観測調査（2014.3月・高知県分）
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出典：平成19年商業統計調査（確報）

0.30 

0.40 

H12年 H13年 H14年 H15年 H16年 H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年

0.30 

0.40 

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

リーマンリーマンリーマンリーマン
ショ ックショ ックショ ックショ ック

出典：人口動態調査（厚生労働省）、人口移動調査（高知県）

-2,912-3,203
-2,500-2,288

-1,637-1,376
-1,754-1,931

-1,022
-386

-200,000

0

S60 H2 H7 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

-4,000

-2,000

0

3



0.8 

1.0 

1.2 

全国

高知県

秋田県

徳島県

-20 

-10 

0 

10 

20 

30 

40 

全国

高知県

秋田県

徳島県

%

業況判断ＤＩ（全産業）業況判断ＤＩ（全産業）業況判断ＤＩ（全産業）業況判断ＤＩ（全産業）
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予測

３３３３ 高知県の経済情勢（中長期高知県の経済情勢（中長期高知県の経済情勢（中長期高知県の経済情勢（中長期②②②②）））） 【【【【参考参考参考参考】】】】

◆中長期的に見れば、今日の景気局面は、少なくとも高知県では、過去にない力強さが見受けられる。
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出典：一般職業紹介状況（職業安定業務統計）（厚生労働省） 出典：短観（日本銀行各支店）
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▽農業就業人口の推移

減少を続ける一次産業の担い手＜高知県＞

一次産業
データ : 帝国データバンク

中小企業〈事業承継〉
休廃業・倒産件数の推移＜高知県＞

58,564

52,291

47,019

40,134

34,128

出典：業センサス

４４４４ 人口減少に伴う企業・担い手の減少人口減少に伴う企業・担い手の減少人口減少に伴う企業・担い手の減少人口減少に伴う企業・担い手の減少 【【【【参考参考参考参考】】】】

◆中小企業においては、景気の影響を受けやすい倒産よりも、人口減少、高齢化に伴う休廃業の方
が圧倒的に多い。
◆農業、漁業など一次産業の担い手は、急速に減少しており、高齢化も顕著である。

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25
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183
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215

64 59 52
66

36 47 43 350
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件
数

雇用喪失は少なくৄ
もっても１，０７５人以上 ▽農業就業人口の推移▽農業就業人口の推移

9,301 6,434 5,350 3,755 2,776

24,199
18,512

14,859
12,098

9,457

0

20,000

H2 H7 H12 H17 H22

15-39歳 40-64歳 65-74歳 75-歳
【【【【廃業を決断した主な理由廃業を決断した主な理由廃業を決断した主な理由廃業を決断した主な理由】】】】 出典：中小企業白書（2014版）
経営者の高齢化・健康問題４８．３％ 事業の先行き不安１２．５％ 主要販売先と取引終了７．８％

出典：漁業センサス12,220

10,227

8,139

7,026

5,824
4,905

3,970

4,061
2,562

1,324 861 669 669 580

6,219

5,419

4,251
3,433

2,498
1,763 1,253

1,940

2,246

2,564

2,732
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4,000

8,000

12,000
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▽漁業就業者数の推移

～30代 40～50代 60代～
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休廃業・倒産件数の推移＜四国＞

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

休廃業件数 999 1,060 1,145 1,011 1,055 893 1,033 1,051

倒産件数 248 269 325 298 229 224 200 164

999
1,060

1,145

1,011

1,055

893

1,033

1,051

248
269 325 298

229 224 200 164

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400

件
数

休廃業件数 168 183 198 187 177 175 173 215

倒産件数 64 59 52 66 36 47 43 35

データ : 帝国データバンク

▽漁業就業者数の推移▽漁業就業者数の推移



50ফ後：「๛型」現在：ほぼ「騎馬戦型」

○高齢者1人を支える現役世代の人数 【高齢世代と現役世代のૻ૨化（イメージ）】

2.6人人人人

2.20 

2.60 
（人）

2030203020302030年以降の状況年以降の状況年以降の状況年以降の状況
を好転させるには、を好転させるには、を好転させるには、を好転させるには、
合計特殊出生率合計特殊出生率合計特殊出生率合計特殊出生率

５５５５ 若者の社会負担の増大若者の社会負担の増大若者の社会負担の増大若者の社会負担の増大 【【【【参考参考参考参考】】】】 「H26.7.15  全国知事会次世代育成支援対策プロジェクトチーム提言」より

◆◆◆◆少子化少子化少子化少子化のののの問題問題問題問題はははは、、、、１９７０１９７０１９７０１９７０年代年代年代年代にはにはにはには顕在化顕在化顕在化顕在化していたにもしていたにもしていたにもしていたにも関関関関わらずわらずわらずわらず、、、、そのそのそのその取取取取りりりり組組組組みはみはみはみは諸外国諸外国諸外国諸外国とととと比較比較比較比較してもしてもしてもしても１１１１世代遅世代遅世代遅世代遅れておりれておりれておりれており、、、、
ますますますますますますますます深刻深刻深刻深刻さをさをさをさを増増増増しているしているしているしている。。。。
◆◆◆◆このままこのままこのままこのまま出生率出生率出生率出生率がががが大大大大きくきくきくきく改善改善改善改善しなければしなければしなければしなければ、、、、今今今今のののの子子子子どもたちがどもたちがどもたちがどもたちが社会社会社会社会をををを支支支支えるえるえるえる時代時代時代時代にはにはにはには、、、、我我我我がががが国全体国全体国全体国全体のののの活力活力活力活力がががが失失失失われわれわれわれ、、、、
閉塞感閉塞感閉塞感閉塞感がががが社会社会社会社会をををを覆覆覆覆いいいい尽尽尽尽くすくすくすくす！！！！

高齢者1人を支える人数
１人

高齢者1人を支える人数
2.6人

拊い世代の1人1人に、耐え難いような負担を背負わせる社会の到来！

○人口減少が社会にもたらす深刻な影響
社会৳揃২のടശ
高齢者の急増による
負担増大と挿捚ਂ拒

৽ੋの安定成শ༛૩
国内市場の縮小と
排掴ৡ人口のਂ拒

小規模自治体の消滅
市への人口ল
により格差が拡大

1.4

1.2 
1.2人人人人

1.9人人人人

1.3 1.3人人人人

1.7人人人人

1.5
1.4 

1.5人人人人

1.00 

1.40 

1.80 

2010年年年年 2020年年年年 2030年年年年 2040年年年年 2050年年年年 2060年年年年

1.60の場合

合計્লে૨2.07の場合

1.35の場合

（注）国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口」（平成24年1月）をもとに推計
（1.35の場合：中位推計、1.60の場合：高位推計、2.07の場合：中位推計をもとに高知県で独自推計）

2.6人が、人が、人が、人が、2030203020302030年に年に年に年に
1.7人にまで減少人にまで減少人にまで減少人にまで減少
する状況は変えする状況は変えする状況は変えする状況は変えらららら
れない！れない！れない！れない！

合計特殊出生率合計特殊出生率合計特殊出生率合計特殊出生率
2.07が必要！が必要！が必要！が必要！
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○৶挹の子どもの数と予定する子どもの数 （H22：既婚者）

◇৶挹の子どもの数 2.422.422.422.42人
◇予定する子どもの数 2.072.072.072.07人 （▲0.350.350.350.35人）

５５５５ 若者の社会負担の増大＜続き＞若者の社会負担の増大＜続き＞若者の社会負担の増大＜続き＞若者の社会負担の増大＜続き＞ 【【【【参考参考参考参考】】】】

◆理想とする子どもの数を養育できない大きな要因として、子育て・教育費の過大な負担が影響して
いる。

「H26.7.15  全国知事会次世代育成支援対策プロジェクトチーム提言」より

「「「「理想」と「予定」に乖離がある理由理想」と「予定」に乖離がある理由理想」と「予定」に乖離がある理由理想」と「予定」に乖離がある理由 理想２人理想２人理想２人理想２人
予定予定予定予定1人人人人

理想３人予定理想３人予定理想３人予定理想３人予定
２人２人２人２人

子育て・教育にお金がかかりすぎる子育て・教育にお金がかかりすぎる子育て・教育にお金がかかりすぎる子育て・教育にお金がかかりすぎる 44.0% 71.1%

高年齢で生むのは嫌だから高年齢で生むのは嫌だから高年齢で生むのは嫌だから高年齢で生むのは嫌だから 36.7% 34.0%

欲しいけれどできないから欲しいけれどできないから欲しいけれどできないから欲しいけれどできないから 33.3% 9.8%

これ以上の育児負担に耐えられないこれ以上の育児負担に耐えられないこれ以上の育児負担に耐えられないこれ以上の育児負担に耐えられない 13.9% 20.2%

仕事に差し支える仕事に差し支える仕事に差し支える仕事に差し支える 14.1% 18.7%

（国立社会保障・人口問題研究所：H22出生動向基本調査）

第第第第1位は経済的な理由！位は経済的な理由！位は経済的な理由！位は経済的な理由！
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（回答者数 1,502人）

５５５５ 若者の社会保障負担の増大＜続き＞若者の社会保障負担の増大＜続き＞若者の社会保障負担の増大＜続き＞若者の社会保障負担の増大＜続き＞ 【【【【参考参考参考参考】】】】

◆少子高齢化が確実に進行する中、国民や県民は「社会保障の充実・安定化」に不安を感じており、「少子化対策の

強化」や「医療や介護サービスの確保」を望んでいる。

◆自身の将来についての不安要素◆自身の将来についての不安要素◆自身の将来についての不安要素◆自身の将来についての不安要素 ◆地域の将来についての不安要素◆地域の将来についての不安要素◆地域の将来についての不安要素◆地域の将来についての不安要素

居住している地域の将来について「不安を感じる」、「どちらかといえば不
安を感じる」と答えた方（854人）に、複数回答

自分の将来について「不安を感じる」、「どちらかといえば不安を感じる」と
答えた方（1,260人）に、複数回答

「人口、経済社会等の日本の将来像に関する世論調査」（「人口、経済社会等の日本の将来像に関する世論調査」（「人口、経済社会等の日本の将来像に関する世論調査」（「人口、経済社会等の日本の将来像に関する世論調査」（H26.10月月月月 内閣府）内閣府）内閣府）内閣府）

回答比率回答比率回答比率回答比率

1位 自分や家族の健康状態の悪化 50.3%

2位 大地震などの大規模な自然災害の発生 47.9%

3位 社会保障や教育などの公的サービスの水準の低下 42.1%

回答比率回答比率回答比率回答比率

1位 地域を支える担い手の不足 55.7%

2位 商店街などのまちの中心部のにぎわいの喪失 48.0%

3位 医療・介護施設の不足 38.4%

8

3位 社会保障や教育などの公的サービスの水準の低下 42.1%

4位 雇用状況の悪化 35.7%

5位 国や地方の財政状況の悪化 34.8%

6位 所得や資産の格差の拡大 33.3.%

7位 自然や環境の破壊 32.2%

8位 日本経済の停滞、衰退 31.3%

9位 犯罪の増加 28.3%

10位 子育て、教育に対する負担の増加 26.7%

11位 地域社会の衰退、消失 23.2%

12位 道路などの社会基盤の老朽化 13.1%

13位 その他 1.2%

14位 わからない 0.3%

3位 医療・介護施設の不足 38.4%

4位 地域を支える産業の衰退 34.2%

5位 就職する機会や職業の選択肢の減少 32.4%

6位 地方公共団体の行政機能の低下 30.3.%

7位 地域の伝統や文化の喪失 15.5%

8位 スポーツ、文化、娯楽などの余暇を楽しむ機会の減少 14.1%

9位 その他 3.2%

10位 わからない 0.5%



（回答者数 1,502人）

H26調査（中間報告）調査（中間報告）調査（中間報告）調査（中間報告） H25 対前年対前年対前年対前年

1位
次代を担う子ども達を守り育てる環境
づくり

42.5% 41.5% +1.0%

2位 日々の健康づくりの推進 35.4% 24.3% +11.1%

3位
地域で適切な医療を受けられる体制づ
くり

32.4% 29.9% +2.5%

4位 高齢者が安心して暮らせる地域づくり 21.6% 27.2% △5.6%

5位 医師・看護師等の確保 15.7% 15.5% +0.2%

◆「日本一の健康長寿県づくり」について特に力を入れるべき施策（２つまで回答）◆「日本一の健康長寿県づくり」について特に力を入れるべき施策（２つまで回答）◆「日本一の健康長寿県づくり」について特に力を入れるべき施策（２つまで回答）◆「日本一の健康長寿県づくり」について特に力を入れるべき施策（２つまで回答） ◆少子化が進むことによって、将来、社会にどのような影響を与えるか（２つまで回答）◆少子化が進むことによって、将来、社会にどのような影響を与えるか（２つまで回答）◆少子化が進むことによって、将来、社会にどのような影響を与えるか（２つまで回答）◆少子化が進むことによって、将来、社会にどのような影響を与えるか（２つまで回答）

H26調査（中間報告）調査（中間報告）調査（中間報告）調査（中間報告） 回答数回答数回答数回答数 回答比率回答比率回答比率回答比率

1
年金などの社会保障の分野において若者
の負担が増える

1,057 70.4%

2
労働力人口の減少などにより経済が停滞・
縮小する

843 56.1%

3 地域の過疎化がより一層深刻なものとなる 704 46.9%

4
子ども同士の交流が減り、子どもの社会性
が低下する

190 12.6%

5 受験事情や住宅環境が好転する 9 0.6%

「平成「平成「平成「平成26年度高知県県民世論調査」（中間報告年度高知県県民世論調査」（中間報告年度高知県県民世論調査」（中間報告年度高知県県民世論調査」（中間報告 H26.10月）月）月）月）

５５５５ 若者の社会保障負担の増大＜続き＞若者の社会保障負担の増大＜続き＞若者の社会保障負担の増大＜続き＞若者の社会保障負担の増大＜続き＞ 【【【【参考参考参考参考】】】】
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H26調査（中間報告）調査（中間報告）調査（中間報告）調査（中間報告） H25 対前年対前年対前年対前年

1位 地域での医療・介護等の確保対策 42.1% 41.9% +0.2%

2位
地域で収入を確保するための産業づく
り

38.1% 36.6% +1.5%

3位
買い物や通院などを支える移動手段
の確保対策

37.4% 38.8% △1.4%

4位
食料品や生活用品など日常生活に必
要な物資の確保対策

22.8% 22.6% +0.2%

5位
移住促進等による地域活動や産業な
どの新たな担い手の育成・確保対策

22.4% 21.8% +0.6%

◆「中山間対策の抜本強化」について特に力を入れるべき施策（２つまで回答）◆「中山間対策の抜本強化」について特に力を入れるべき施策（２つまで回答）◆「中山間対策の抜本強化」について特に力を入れるべき施策（２つまで回答）◆「中山間対策の抜本強化」について特に力を入れるべき施策（２つまで回答）
6 特に影響はない 8 0.5%

7 その他 14 0.9%

無回答 3 0.2%



10,000 

12,000 

14,000 

’60年年年年
2.07

６６６６ 少子化対策の抜本強化少子化対策の抜本強化少子化対策の抜本強化少子化対策の抜本強化 【【【【参考参考参考参考】】】】 「H26.7.15  全国知事会次世代育成支援対策プロジェクトチーム提言」より

◆国を挙げて少子化対策の抜本強化に取り組み、未来の社会を変えていくのが我々の使命。

◆今が、思い切った財源を投入し、国策としてのトータルプランに取り組む最後のチャンス！

○総人口の将来推計
（万人）

9,661万人
※高齢化૨26.6%

◆2030ফまでにলে૨を2.07に上昇させる場合قదਿ：৭උघॊਟ৩ভৱમك
⇒ その後も同水準を維持すれば、2060ফには１人损২の人口を維持

ٛ高齢化૨は’60ফに約33%まで上昇するが、2110ফには26.6%で安定！＞

2013ফ:人口12,730万人、合計્লে૨1.43、高齢化૨25.1%

’60年年年年
2.07

’30年年年年
2.07

’30年年年年
1.337

’20年年年年 ’25年年年年
1.339 → 1.330 →

合計્লে૨
’20年年年年 ’25年年年年

1.706 → 1.891 →

※ 2.07 = 人口置換水準（H24）

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070 2075 2080 2085 2090 2095 2100 2105 2110 

国立社会保障人口問題研究所：日本の将来推計人口（24年1月）中位推計

内閣府：26/4/21 経済財政諮問会議「選択する未来」委員会提出資料

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成24年1月）中位推計
経済財政諮問会議「選択する未来」委員会への内閣府提出資料（26/4/21）

（ただし’30年までの合計特殊出生率の仮定値は、高知県で独自試算）
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※高齢化૨26.6%

’60年年年年
1.35

4,286万人
※高齢化૨41.3%

◆2030ফৎਡで1.35に止まる場合ق国য়ভ৳؞人ઠਖଢ଼ਚ：রਜ਼ੑك
⇒ 2060ফには現在の2/3损২の人口、100ফ後には1/3损২まで減少

ٛ高齢化૨は４સに増ਸ！＞

2030203020302030年年年年までのまでのまでのまでの取組取組取組取組のののの
成否成否成否成否がががが、、、、そのそのそのその後後後後のののの
大大大大きなきなきなきな分分分分かれかれかれかれ道道道道！！！！



７７７７ 社会保障財源確保の必要性社会保障財源確保の必要性社会保障財源確保の必要性社会保障財源確保の必要性 【【【【参考参考参考参考】】】】

◆今回の消費税率引き上げによる増収分は全て社会保障財源化。地方にとっても社会保障の充実・安
定化のための貴重な財源。

◆高知県でも、今後、さらなる社会保障関係経費の増加が見込まれる中、その財源の確保が課題。

（１）（１）（１）（１） 「社会保障と税の一体改革」の地方財政への影響「社会保障と税の一体改革」の地方財政への影響「社会保障と税の一体改革」の地方財政への影響「社会保障と税の一体改革」の地方財政への影響 （２）（２）（２）（２） 「社会保障と税の一体改革」の高知県財政への影響「社会保障と税の一体改革」の高知県財政への影響「社会保障と税の一体改革」の高知県財政への影響「社会保障と税の一体改革」の高知県財政への影響

３％引上げ（８％）時３％引上げ（８％）時３％引上げ（８％）時３％引上げ（８％）時 ５％引上げ（１０％）時５％引上げ（１０％）時５％引上げ（１０％）時５％引上げ（１０％）時
【【【【平年度平年度平年度平年度】】】】

国国国国 地方地方地方地方 国国国国 地方地方地方地方

消費税収（国・地方） A 7.8 5.4 2.4 13.5 9.3 4.2

社会保障の充実 B 1.1 0.8 0.3 2.7 1.85 0.85

（単位：兆円程度） ●●●● 消費税増収分の使途（消費税増収分の使途（消費税増収分の使途（消費税増収分の使途（H26））））

具体的な使途具体的な使途具体的な使途具体的な使途 （社会保障施策）（社会保障施策）（社会保障施策）（社会保障施策）

社会保障

子ども・子育て支援の充実
「待機児童解消加速化プラン」推進、保育緊急確保事業 など

2.5億円

消費税率8％への引上げに伴う地方消費税増収分（H26） 13.5億円

（社会保障施策に要する経費（H26）543億円）

●●●● 消費税増収分の使途消費税増収分の使途消費税増収分の使途消費税増収分の使途（（（（H25.11時点での試算）時点での試算）時点での試算）時点での試算）

ＨＨＨＨ26 ＨＨＨＨ27 ＨＨＨＨ28 ＨＨＨＨ29 ＨＨＨＨ30 ＨＨＨＨ31 ＨＨＨＨ32 計計計計

【歳入】
地方税・
地方交付税

＋13 ＋30 ＋50 ＋52 ＋66 ＋81 ＋96 ＋388

【歳出】
社会保障
関係経費

＋＋＋＋18 ＋＋＋＋32 ＋＋＋＋47 ＋＋＋＋62 ＋＋＋＋78 ＋＋＋＋94 ＋＋＋＋110 ＋＋＋＋441

社会保障の充実 B 1.1 0.8 0.3 2.7 1.85 0.85

社会保障の安定化
C

(A-B)
6.7 4.6 2.1 10.8 7.5 3.3

年金国庫負担金の
２分の１

a 2.9 2.9 ― 2.9 2.9 ―

消費税引上げに伴う
社会保障支出の増

b 0.2 0.18 0.03 0.8 0.7 0.1

後代への負担の
つけ回しの軽減

C-a-b 3.6 1.5 2.1 7.0 3.8 3.2

（参考）（参考）（参考）（参考） 「社会保障の充実」の内容「社会保障の充実」の内容「社会保障の充実」の内容「社会保障の充実」の内容

○ 子ども・子育て支援の充実

子ども子育て支援新制度の実施、「待機児童解消加速化プラン」の実施など

○ 医療・介護の充実

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等、医療保険制度の財政基盤の安定化、

保険料に係る国民の負担に関する公平性の確保など

○ 年金制度の改善

低所得高齢者・障害者等への福祉的給付など

（注１）各年度の金額はＨ25年度比の増加額（一般財源ベース）
（注２）歳出（社会保障関係経費）は、厚生労働省推計値をベースに全国と高知県の高齢者人口の

推計伸び率の差を反映して推計（年3.2％の増）

●●●● 改革を反映した歳入・歳出の増加額改革を反映した歳入・歳出の増加額改革を反映した歳入・歳出の増加額改革を反映した歳入・歳出の増加額 （試算）（試算）（試算）（試算） ※※※※H27.10～～～～ 消費税率消費税率消費税率消費税率10％％％％

社会保障関係経費の増加額社会保障関係経費の増加額社会保障関係経費の増加額社会保障関係経費の増加額 ＞＞＞＞ 歳入の増加額歳入の増加額歳入の増加額歳入の増加額

（単位：億円）

【出典】 「平成26年度税財政等に関する提案（説明資料）（H25.11 全国知事会 地方税財政常任委員会）」

社会保障
の充実

医療・介護の充実
国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置拡充、医療・介護人材確保 など

6.1億円

8.6億円

社会保障
の安定化

国民健康保険事業費（充実分を除く）
介護保険給付事業費 など

4.9億円

※厚生労働省資料を基に作成

注）H25.11時点の試算のため、最新の影響額とは差がある。
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311
616

1,023
1,496

2,048 1,987

-349 -263 -127

776

1,532

2,190

2,643

3,004 3,069

116

130

131

140

135 95

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

その他

住宅・宅地資産

負債

貯蓄

８５４万円８５４万円８５４万円８５４万円

１，４００万円１，４００万円１，４００万円１，４００万円

２，３９５万円２，３９５万円２，３９５万円２，３９５万円

３，７１０万円３，７１０万円３，７１０万円３，７１０万円

４，９２５万円４，９２５万円４，９２５万円４，９２５万円
５，０２４万円５，０２４万円５，０２４万円５，０２４万円

（単位：万円）

家計資産の

合計額（実質）

80 

180 186 

102 

165 

210 

276 

335 

4 

9 

10 

11 

12 

9 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

その他

住宅・宅地資産

金融資産（貯蓄-負債）

２４兆円２４兆円２４兆円２４兆円

１０２兆円１０２兆円１０２兆円１０２兆円

１８６兆円１８６兆円１８６兆円１８６兆円

３０１兆円３０１兆円３０１兆円３０１兆円

４６７兆円４６７兆円４６７兆円４６７兆円

５２９兆円５２９兆円５２９兆円５２９兆円

（単位：兆円）

؛按ਰ上の高齢者はਂ産資産を中ੱに額のੇ計資産を৳有ڬڲ、按代のੇ計資産はశ拤に少ないがڬگ、ڬڮ

８ 根治対策の提案① 高齢者から子・孫の世代への所有資産の移転と再配分が促進される税財政২のਝ

【【【【世帯主の世代別資産総額世帯主の世代別資産総額世帯主の世代別資産総額世帯主の世代別資産総額】】】】【【【【世代別の家計資産・負債の状況（２人以上世帯）世代別の家計資産・負債の状況（２人以上世帯）世代別の家計資産・負債の状況（２人以上世帯）世代別の家計資産・負債の状況（２人以上世帯）】】】】

6

家計資産の家計資産の家計資産の家計資産の
約６割が約６割が約６割が約６割が
高齢層に高齢層に高齢層に高齢層に
集中！集中！集中！集中！

若年層と若年層と若年層と若年層と
高齢層では、高齢層では、高齢層では、高齢層では、
大きな資産大きな資産大きな資産大きな資産
格差！格差！格差！格差！

「H26.7.15  全国知事会次世代育成支
援対策プロジェクトチーム提言」より

-349
-878 -949

-569
-263 -127

-1,000

0

３０歳未満３０歳未満３０歳未満３０歳未満 ３０歳代３０歳代３０歳代３０歳代 ４０歳代４０歳代４０歳代４０歳代 ５０歳代５０歳代５０歳代５０歳代 ６０歳代６０歳代６０歳代６０歳代 ７０歳以上７０歳以上７０歳以上７０歳以上

【出典：総務省「平成21年全国消費実態調査」】

4 -8 11 

80 

17 
4 

-100 

0 

３０歳未満３０歳未満３０歳未満３０歳未満 ３０歳代３０歳代３０歳代３０歳代 ４０歳代４０歳代４０歳代４０歳代 ５０歳代５０歳代５０歳代５０歳代 ６０歳代６０歳代６０歳代６０歳代 ７０歳以上７０歳以上７０歳以上７０歳以上

【出典：国土交通省「世代間資産移転の促進に関する検討会報告（資料編）（Ｈ25.3)」

※総務省「全国消費実態調査」（平成21年）、総務省「国勢調査」（平成22年）からの推計値】

লে૨を高ीていくたीには、子・孫世代の婚・子育てに係る৽ੋ的な負担をೄ減する、高齢者からの所有資産の
移転促進策が有効！

○世代のੈৡで子育てを支え合うたी、 高齢者から子・孫の世代への「自発的な」資産の移転を促進！
【捁】①贈与税にउける「婚・子育て支え合いశ挜税২（ෘู）」をਝ

⋈公的৳૫の拙による新たなজংー५ঔー।ージ২をਝ
⋉新たな投資国債「子育て債（ෘู）」をણ৷खた拯所੭者けઐહস২等のਝ

※子育てを未来への投資へと捉えた新たな国債

○これにより、少額の財政負担でより大きな政策効果を発揮！
（参 考）こども手当に係る公的負担（Ｈ22）約2.４兆円 ＞ 相続・贈与税収（Ｈ26）約1.5兆円 ※いずれも予算ベース
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○๔ଖ税について、ਠষ২のਏ੯をਮख、َฬ؞子て੍इ়いశ課税২（ෘู）ُをਝ（ເ୲২）。
○相続税について、課税ベースの拡大（基礎控除の引き下げ）により、その一部の少子化対策目的税化を検討。
【現 行】 教育資金等の一括贈与に係る贈与税の非課税制度

子
第１子
（出生済）

学齢期を過ぎている 出生前

第２子
（未出生）配偶者

・・・贈与資金の対象

祖父母 父母

学齢期の子・孫等 ＜現行制度の課題＞＜現行制度の課題＞＜現行制度の課題＞＜現行制度の課題＞

①出生した学齢期の子・孫等に対する贈与のみが対象
→  結婚、出産していない若年世代の将来の経済不安の結婚、出産していない若年世代の将来の経済不安の結婚、出産していない若年世代の将来の経済不安の結婚、出産していない若年世代の将来の経済不安の
軽減につながらない軽減につながらない軽減につながらない軽減につながらない

⋈সਃঢ়に୩ઽછ等を出した、੍出したৱসを௸ः出し
→  手続きが極めて煩雑手続きが極めて煩雑手続きが極めて煩雑手続きが極めて煩雑

⋉対象ৱসमઇৱসに限
→  子育て世代の幅広い資金ニーズに応えられていない子育て世代の幅広い資金ニーズに応えられていない子育て世代の幅広い資金ニーズに応えられていない子育て世代の幅広い資金ニーズに応えられていない

⋊ৎ限ऩ২

８ 根治対策の提案① ٛ続きَٜฬ؞子て੍इ়いశ課税২（ෘู）ُのਝ 「H26.7.15  全国知事会次世代育成支援対策プロジェクトチーム提言」より

【新制度】 「結婚・子育て支え合い非課税制度（仮称）」（イメージ）

第２子
（未出生）

第３子
（未出生）将来の

配偶者

第１子
（未出生）

※ 各種調査結果を基に試算すると、結婚し、大学卒業（全て
国公立）まで３人を子育てする場合の費用は約9,100万円。

祖父母 父母 子

20歳以上の子・孫等（結婚・出産前でも可）歳以上の子・孫等（結婚・出産前でも可）歳以上の子・孫等（結婚・出産前でも可）歳以上の子・孫等（結婚・出産前でも可）

教育資金

結婚結婚結婚結婚・・・・子育て子育て子育て子育て全般のための資金全般のための資金全般のための資金全般のための資金要件を大幅に要件を大幅に要件を大幅に要件を大幅に
緩和！緩和！緩和！緩和！

⋊ৎ限ऩ২（Ｈ25.4.1からＨ27.12.31までの贈与に限る）
→  将来の子育て世代が利用できない将来の子育て世代が利用できない将来の子育て世代が利用できない将来の子育て世代が利用できない

＜新制度の改正ポイント＞＜新制度の改正ポイント＞＜新制度の改正ポイント＞＜新制度の改正ポイント＞

①対象要件の緩和①対象要件の緩和①対象要件の緩和①対象要件の緩和

○20歳以上の子・孫等であれば結婚、出産前の贈与も対象
②手続きの簡素化②手続きの簡素化②手続きの簡素化②手続きの簡素化

○結婚、出産のহৰがあれば、সਃঢ়からપを௸ः出し
③対象資金の拡充③対象資金の拡充③対象資金の拡充③対象資金の拡充

○対象ৱসを結婚・子थ৸ಹのたीのৱসにまでఁౄ
○上限પ（ਠষ1,500万円）の引き上げを検討（※）

※各種調査結果を基に試算すると、結婚し、３人の子どもを大学卒業
（すसथবਁয়）までथるৃ়のા৷म৺9,100万円

④制度の恒久化④制度の恒久化④制度の恒久化④制度の恒久化
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９ 根治対策の提案② 地方の多様な情報を一元的に発信し、都市部人材とマッチングさせる仕組みの構築９ 根治対策の提案② 地方の多様な情報を一元的に発信し、都市部人材とマッチングさせる仕組みの構築

・ਗੈৡスタॵই
（社労士、中小企業診断士、コンサルタン
ト等）

相談
セミナー参加

地方の情報提供機関

中小中小中小中小企業企業企業企業

○労௮ৡਂଌ

○後継者難

○人材採用

○人材育成

・コーディネーター
・相談員

中小中小中小中小企業企業企業企業中小企業人材確保センター（仮）

中小中小中小中小企業企業企業企業ハローワーク

支援ニーズ
の提供

新卒者等の
求職者情報
提供など

掘り起こし

全国移住促進センター（仮）

集約集約集約集約

役割役割役割役割

求人情報の発信は、岽島峨峑ী岶શにষ峍峐岷峉岶、全国のあらゆる求人情報・生活情報を一元的に情報発信し、さらには都市部の人材とマッチン
グさせる仕組みをଡണ峃る岽と峑、都市岵ら্峢のপ岷峔島を峎岹る

一括一括一括一括でででで
情報発信情報発信情報発信情報発信

都市部人材

①「○○がしたい」
⇒希望職種が明確

②「○○で暮らし
たい」

⇒目的地が明確

新卒者から中核人材、後
継者の確保までを総合的
にハンズオン支援

○○○○ 都市部人材都市部人材都市部人材都市部人材とととと地方地方地方地方とのとのとのとの
マッチングマッチングマッチングマッチング機能機能機能機能

・ 地方の人材ニーズを集約し、
全国へ一元的に紹介
・ きめ細かにあっせんし、マッチ
ングする機能

○○○○ 移住関係情報移住関係情報移住関係情報移住関係情報のののの一元的一元的一元的一元的なななな

○希望職種が明確でない人も、
地方の多様な職業の中から選
択が可能になる
○生活関連情報の提供もあわせ
て提供することにより地方で
の暮らしがリアルにイメージ
できる

「H26.10.6  まち・ひと・しごと創生本部「基本政策検討
チーム」第３回ヒアリングにおける高知県提出資料」より

地域地域地域地域のしごとのしごとのしごとのしごと
（道の駅支配人 等）

県県県県

移住促進担当

連携

生活情報生活情報生活情報生活情報
（住居、学校・病院買
い物等の周辺情報） 集約

掘り起こし

顕在化

福祉分野福祉分野福祉分野福祉分野

中山間中山間中山間中山間地域地域地域地域
（地域おこし協力隊）

中山間地域対策担当募集情報の集約

福祉人材福祉人材福祉人材福祉人材センターセンターセンターセンター
掘り起こし

顕在化

農業農業農業農業 新規就農相談新規就農相談新規就農相談新規就農相談センターセンターセンターセンター
掘り起こし

顕在化

水産業水産業水産業水産業 漁協漁協漁協漁協（（（（漁業就業漁業就業漁業就業漁業就業アドバイザーアドバイザーアドバイザーアドバイザー））））
掘り起こし

顕在化

林業林業林業林業 林業労働力確保林業労働力確保林業労働力確保林業労働力確保センターセンターセンターセンター
掘り起こし

顕在化

・職業紹介資格を有するコー
ディネーターを配置
・情報を一元的に発信するシ
ステムの構築

○都市部の住民ニーズの掘り起
こし機能

集約集約集約集約

集約集約集約集約

集約集約集約集約

集約集約集約集約

集約集約集約集約

紹介紹介紹介紹介

具体的な移住先は
決めかねている

ｱｸｾｽｱｸｾｽｱｸｾｽｱｸｾｽ
相談相談相談相談

あっせんあっせんあっせんあっせん

情報発信情報発信情報発信情報発信

③田舎暮らしへの
「あこがれ」

商工労働担当

①①①①～～～～③③③③のののの
いずれもいずれもいずれもいずれも
対応対応対応対応がががが可能可能可能可能

○○○○ 移住関係情報移住関係情報移住関係情報移住関係情報のののの一元的一元的一元的一元的なななな
発信発信発信発信

・ 住居や学校、病院等暮らし
に関する情報を一元的に発
信する機能

・地方に全く関心のない層、漠然と地方
暮らしを考えている層、仕事や目的地
が明確になっていない層など、それぞ
れのターゲットに応じたイベントやセミナ
ー等の開催

14 



ＣＬＴ（Cross Ｌａｍｉｎａｔｅｄ Ｔｉｍｂｅｒ）とは？

１１１１ ラミナラミナラミナラミナ（（（（板材板材板材板材））））をををを直交直交直交直交してしてしてして接着接着接着接着したパネルしたパネルしたパネルしたパネル

２２２２ ヨーロッパではヨーロッパではヨーロッパではヨーロッパでは急速急速急速急速にににに普及普及普及普及

10 根治対策の提案③③③③ ＣＬＴ（直交集成板）の推進ＣＬＴ（直交集成板）の推進ＣＬＴ（直交集成板）の推進ＣＬＴ（直交集成板）の推進 ～ＣＬＴ（直交集成板～ＣＬＴ（直交集成板～ＣＬＴ（直交集成板～ＣＬＴ（直交集成板 ）パネル～）パネル～）パネル～）パネル～ 【【【【参考参考参考参考】】】】 「H26.10.22  まち・ひと・しごと創生本部へ
の高知県政策提言資料」より

３３３３我我我我がががが国国国国でもでもでもでも新新新新たなたなたなたな木材需要木材需要木材需要木材需要のののの創出創出創出創出にににに期待期待期待期待 実用化実用化実用化実用化にににに向向向向けてけてけてけて加速化加速化加速化加速化

ＢＭＷグループ所有 ２００９年１１月完成(５Ｆ)
オーストリア チロル地方

イタリアトリノオリンピック宿泊施設

Wagramamer Straβe
共同住宅

オーストリア
ウィーン

15



ＣＬＴパネル工場を核とした林業林業林業林業・・・・木材産業木材産業木材産業木材産業ユニットユニットユニットユニット((((集積集積集積集積))))をををを形成形成形成形成

★１ユニット：ＣＬＴパネル工場５万m3を核としてとして試算
（欧州のパネル工場の最大規模と同程度）

製材工場

５.６万m3

雇用４０人

原木１０万m3

雇用 ２７０人

原木１３万m3

雇用 ２４０人

CLTパネル工場

５万m3

雇用４０人

ラミナ工場

６.６万m3

雇用４０人

Ａ材
（良質材）

Ｂ材
（中質材）

1

ユ
ニ
ッ
ト
に
お
け
る
雇

新規雇用者新規雇用者新規雇用者新規雇用者

７７０人７７０人７７０人７７０人

１ユニットにおける人口増加の考え方

１，３９０人１，３９０人１，３９０人１，３９０人 ２，２６０人２，２６０人２，２６０人２，２６０人

※出生率：１．４１
で推計

※雇用者は２０
代、３０代を想定

７７０人×０．８０
≒ ６2０人

６２０人×１．４１
≒ ８７０人

婚姻によるパート婚姻によるパート婚姻によるパート婚姻によるパート
ナーの転入ナーの転入ナーの転入ナーの転入

出産による出産による出産による出産による
子どもの増加子どもの増加子どもの増加子どもの増加

１ユニットにおける人口の影響は・・

１４，０００人１４，０００人１４，０００人１４，０００人

２０１０年（現状）

９，０００人９，０００人９，０００人９，０００人

２０３０年（推計）

※日本の地域別将来推計人口
（平成２５年３月推計）

※※※※Ｋ県のＡ地域をモデルに試算Ｋ県のＡ地域をモデルに試算Ｋ県のＡ地域をモデルに試算Ｋ県のＡ地域をモデルに試算

現状のままでは・・現状のままでは・・現状のままでは・・現状のままでは・・

働く世代
の増加

※婚姻率：０．８
で推計

生産年齢生産年齢生産年齢生産年齢
人口比率人口比率人口比率人口比率

４０．３％４０．３％４０．３％４０．３％

10 根治対策の提案③③③③ ＣＬＴ（直交集成板）の推進＜続き＞ＣＬＴ（直交集成板）の推進＜続き＞ＣＬＴ（直交集成板）の推進＜続き＞ＣＬＴ（直交集成板）の推進＜続き＞ ～林業の再生による中山間の再生～～林業の再生による中山間の再生～～林業の再生による中山間の再生～～林業の再生による中山間の再生～ 【【【【参考参考参考参考】】】】 「H26.10.22  まち・ひと・しごと創生本部へ
の高知県政策提言資料」より

※※※※このユニットを全国でこのユニットを全国でこのユニットを全国でこのユニットを全国で５０箇所展開５０箇所展開５０箇所展開５０箇所展開

1ユニットにおける経済波及効果 約１７０億円約１７０億円約１７０億円約１７０億円
※雇用総数には輸送業など関連産業における雇用者数を含む
※雇用誘発及び経済波及効果は、H22.9高知 県経済波及効果簡易分析ツールによる

原木生産原木生産原木生産原木生産

雇用 ６３０人

経済波及効果
約５０億円

CLTパネル工場パネル工場パネル工場パネル工場

雇用 ４０人

経済波及効果
約４１億円

Ｃ材・Ｄ材
（低質材） 木質バイオマス発電

１０万m3

雇用２０人

1次加工場次加工場次加工場次加工場+発電発電発電発電

雇用 １００人

経済波及効果
約７９億円

原木１０万m3

雇用 １２０人

間伐材の供給に伴い整
備される森林面積
約４,７００ha/年

（スギ40年生）

雇
用
総
数

７７７７
７７７７
００００
人人人人

消滅が危ぶまれる中山間地域が存続
※全国の中山間地域で約１１万人の増加

（２，２６０人（２，２６０人（２，２６０人（２，２６０人××××５０地域＝１１３，０００人）５０地域＝１１３，０００人）５０地域＝１１３，０００人）５０地域＝１１３，０００人）

これが全国に展開すれば・・

１４，０００人１４，０００人１４，０００人１４，０００人

１１，２６０人１１，２６０人１１，２６０人１１，２６０人
対策を講じた場合対策を講じた場合対策を講じた場合対策を講じた場合

生産年齢人口比率が上がることで、生産年齢人口比率が上がることで、生産年齢人口比率が上がることで、生産年齢人口比率が上がることで、

「まち」を再生することが可能

生産年齢人口比率生産年齢人口比率生産年齢人口比率生産年齢人口比率
（４６．２％）（４６．２％）（４６．２％）（４６．２％）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
（人）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
（人）

Ａ地域での人口構成の推移
２０１０年２０１０年２０１０年２０１０年 ２０３０年２０３０年２０３０年２０３０年

４６．４％４６．４％４６．４％４６．４％

○豊富な森林資源を余すことなく活用することで、原木生産が活発化し、
滞っていた山のサイクルが再び回り始める

○林業の成長産業化を図ることで、中山間地域において新たな雇用を創出

○魅力ある「林業」により、田舎暮らしを希望する移住者が増加 16




